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※管理職には主任調査役･副参事は含まない
　　一般職員には出向者(サービサ等）含む ※H30年度実績
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設 立
目 的
経 緯
概況等

信用保証協会法に基づいて設立された特殊法人
中小企業・小規模事業者が、銀行やその他の金融機関から貸付等を受ける場合、その貸付等の債務を保証
することを主たる業務とする。

代 表 者 名 所 管 部 （ 局 ） 課 産業労働部　商業振興金融課

所 在 地 山梨県甲府市飯田2-2-1 電 話 番 号 055-235-9707

 会長　　山下　誠
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出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://cgc-yamanashi.or.jp

資本金（基本財産） 12,197,955 千円

5

8
7

団体（者）

出資者名等
金融機関
県

業者・業者団体

【 法 人 の 概 要 】

E-mail ア ド レ ス shinpo-yamanashi@rondo.ocn.ne.jp

平成３０年度平成２９年度平成２８年度

55,385,032 49,640,339

12,197,955

事業費（単位：千円）
内容

中小企業･小規模事業者が金融機関から借入または社
債を発行する際に負担する債務の保証、及び経営の改
善発達に係る助言その他の支援

設 立 年 月 日 昭和24年5月28日

主な事業名

2

基金準備金

59,544,361



【経営の状況】 （単位：千円）
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減

営業収益 1,650,834 1,626,326 1,448,520 △ 177,806
売上高 1,650,834 1,626,326 1,448,520 △ 177,806

受託事業収入 0 0 0 0
自主事業収入 1,462,668 1,382,031 1,332,352 △ 49,679
補助金収入 157,592 228,160 97,629 △ 130,531
その他の収入 30,574 16,135 18,539 2,404

営業外収入 169,483 159,081 150,825 △ 8,256
運用益収入 169,483 159,081 150,825 △ 8,256
その他の収入 0 0 0 0

1,820,317 1,785,407 1,599,345 △ 186,062
営業費用 1,381,515 1,365,068 1,345,233 △ 19,835

売上原価 739,153 724,791 722,794 △ 1,997
販売及び一般管理費 642,362 640,277 622,439 △ 17,838

人件費 399,475 408,446 394,037 △ 14,409
その他の費用 242,887 231,831 228,402 △ 3,429

営業外費用 3,096 52,328 383 △ 51,945
経常支出　計　 1,384,611 1,417,396 1,345,616 △ 71,780

435,706 368,011 253,729 △ 114,282
2,321,555 2,554,045 2,581,354 27,309
2,180,187 2,524,569 2,567,375 42,806

法人税等 0 0 0 0
577,074 397,487 267,708 △ 129,779

2,118,172 2,406,709 2,605,453 198,744
2,695,246 2,804,196 2,873,161 68,965

288,537 198,743 133,854 △ 64,889
2,406,709 2,605,453 2,739,307 133,854

（単位：千円）
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減

8,957,391 7,245,596 6,590,987 △ 654,609
150,429,056 140,969,357 139,028,401 △ 1,940,956
159,386,447 148,214,953 145,619,388 △ 2,595,565

3,042,199 2,713,377 2,572,506 △ 140,871
0 0 0 0

141,982,293 130,781,056 128,108,387 △ 2,672,669
1,650,147 1,092,940 559,884 △ 533,056

145,024,492 133,494,433 130,680,893 △ 2,813,540
資本金 11,865,357 12,064,101 12,197,955 133,854
資本剰余金 89,889 50,967 1,233 △ 49,734
利益剰余金 2,406,709 2,605,453 2,739,307 133,854

14,361,955 14,720,521 14,938,495 217,974
（単位：千円）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 増減
0 0 0 0

人件費補助金 5,800 5,884 5,913 29
人件費以外の補助金 0 0 0 0

5,800 5,884 5,913 29
24,986 28,375 18,612 △ 9,763
30,786 34,259 24,525 △ 9,734

人件費委託金 0 0 0 0
人件費以外の委託金 0 0 0 0

委託金　計 0 0 0 0
30,786 34,259 24,525 △ 9,734

1.7 1.9 1.5 △ 0.4
1,357,872 800,665 267,609 △ 533,056

0 0 0 0

委託金 なし

県債務負担
実際残高

なし

なし

補助金
（運営費）

協会の保証業務に係る経費を補助することにより、協会運営の円滑化を図ることを目的とする。
５，９１３千円

補助金
（事業費）

事業者が負担するべき信用保証料に対する補助（山梨県が保証料を補助すると定めた特定の県制
度について、当協会が県に補助分を請求することで、実質的に事業者へ補助を行っている）
１８，６１２千円
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前期繰越利益（損失）
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県支出金　計
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負担金

運営費補助金
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県債務負担実際残高

【県の財政的関与の状況（平成３０年度）】

内容・目的・金額



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目 的適 合性 3 10 10 100.0%

計 画 性 3 10 10 100.0%

組 織運 営の
適 正 性 3 10 10 100.0%

財 務 状 況 7 46 42 91.3%

効 率 性 5 18 13 72.2%

21 94 85 90.4%

経常損益

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込

回収不能債権

県の債務処理補助等

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目 的適 合性

計 画 性

組 織運 営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総 合的 評価

対応策

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と適
合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整備、
運用され、かつ情報公開による透明性の確保が適
切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

中期事業計画・年度経営計画の進捗管理の徹底および組織運営の効率的なあり方の検討を行うこと
により、引き続き健全経営を維持できるよう努力していく。

ディスクロージャー誌やＨＰ等を活用し、事業状況や財務状況を積極的に公表しており、また、コンプラ
イアンスの内部管理体制にも努めている。
理事会や常勤監事･非常勤監事による監査も定期的に行っている。

平成１４年度から平成２１年度まで８期連続で欠損となったが、経営改善に尽力した結果、平成２２年
度から平成３０年度は黒字となった。

業務費および人件費等、経費の削減に努めている。

各評価項目において、適正な運営を行っている。公共性と収益の狭間での財務状況の課題、保証内
容の多様化等に伴う効率性の課題などあるものの、中小企業金融において当協会の存在意義は高
く、引き続き県内経済に大きく貢献できるものと考えている。

中期事業計画（Ｈ３０～Ｈ３２）および年度経営計画を策定し、その実現に向け努力している。さらに、
学識経験者・弁護士・公認会計士で構成する外部評価委員会を設置し、計画の実施状況について検
証している。

　「信用保証」を通じて中小企業･小規模事業者の金融円滑化に努めており、平成３０年度においては
１６，３３３企業が当協会の信用保証を利用している。（県内の中小企業総数に対する保証割合（保証
利用企業者数／県内中小企業者数）は２７．１３％）また、国及び地方公共団体の政策保証も行うな
ど、当協会の目的は公益性からみても適合した業務を行っている。

合　　計
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

　中期事業計画及び年度経営計画に基づき計画的に運営している。財務状況も９期連続の黒
字を計上するなど健全経営が図られている。しかし、資金需要の低迷等により収益は減少傾向
にあり、求償権の償却費用が増加した場合は、経営が悪化することも考えられる。保証先の再
生支援により代位弁済を未然防止するとともに、収益の増加に取り組む必要がある。

・山梨県内の中小企業・小規模事業者は依然として厳しい環境に置かれており、金融の円滑化及び事業者の
ライフステージに応じたきめ細かい金融支援・経営支援等を金融機関や関係機関と連携し、継続的に実施す
る。
・保証部門では、金融機関との対話や関係機関との更なる連携体制の構築を図り、支援方針やニーズを共有
し実効性のある支援対応に努めるとともに、保証利用の促進を図ることで、保証承諾及び保証債務残高の増
加を図っていく。また、回収を取り巻く環境は年々厳しさを増している状況下において、個別求償権の実態把
握に努め、適切な回収方針を立てるとともに、きめ細かな進捗管理と効率的な回収策を講じていく。
・代位弁済は落ち着きの様子をみせているものの、県内の経済情勢は不透明なものとなっている。事業者の
課題に応じた経営支援を講じるとともに、信用補完制度の役割や効果を適切に発揮させ収益の確保もしてい
く。

　信用保証業務によって中小企業者に対する金融の円滑化を図ることを目的とした当該法人
の必要性は、現在の社会経済情勢においても設立当初と比べて減じることはない。また、公的
な財政負担をしても実施すべき公益性があり、中小企業者の金融円滑化に充分な成果を上げ
ている。

　中期事業計画（Ｈ３０～Ｈ３２）により３か年の業務上の主要項目及び数値目標を設定してい
る。また、年度経営計画により、事業ごとの課題抽出及び課題解決のための方策を掲げ、事業
計画、収支計画を策定する中で事業に取り組んでいる。

　事業運営上の重要な意思決定は、理事会の決議によりなされており、日常業務においては、
業務規程が整備され、適切な内部管理体制が図られている。また、監事による監査が毎年実
施され、その指摘事項に対して改善策を検討し、実施されている。

　保証承諾の減少等により自主事業収入が減少する中、９期連続の収支黒字を達成した。しか
し、景気の動向によっては求償権の償却費用が増加し、今後、財務状況が悪化することも考え
られる。保証先企業の再生支援等により代位弁済の未然防止を図るとともに、顧客ニーズを的
確に把握し収益の増加に取り組む必要がある。

　人件費は昨年度に比べ減少したが、引き続き、国や県の給与や各種手当を注視し、適宜改
定を行うなど経費の抑制に努める必要がある。保証協会の業務は、借入れ債務の保証のほ
か、経営支援、再生支援など多様化しており、対応する人員体制の充実も求められている。一
方で、事業収益が減少する中、財政面にも配慮したバランスのとれた人員管理に取り組む必要
がある。

警 戒 指 標 数

得 点 率 90.4
0

A

・平成３０年度は、保証債務残高は目標値を上回っている。また、保証承諾も件数、金額ともに
前年度実績より増加しており、当期純利益は継続してプラスの状況を維持している。
・代位弁済の件数、額とも前年度実績より減少したが、求償権に基づく債権の回収について
は、回収環境が厳しく、前年度実績と目標値をともに下回った。
・中小企業・小規模事業者を取り巻く環境は、依然として厳しい状況であることから、保証先企
業の再生支援等により、代位弁済の未然防止を図るとともに、顧客のニーズを的確に捉えた収
益確保を図ることで、健全経営の維持に努める必要がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


